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　本書は、明治大学社会科学研究所から「総合研究」として研究助成を受け、同研究所の叢書の一冊と
して刊行されたもので、明治大学名誉教授の加藤隆氏を中心に組織された近代日本の政治史・経済史を
専攻する研究者が、明治20～30年代の産業革命期における「地方」の政治や経済の動向を分析した論考
からなる論文集である。編者の加藤氏によれば、この時期には「政府の主導により地方制度の整備・立
憲国家の成立・産業資本の育成などが、強力に押し進められた」のであるが、本書はそうした認識のも
とに当該期における「地方」の政治や経済の動向を実証的に分析し、その特質を明らかにしようとした
ものである。各章のテーマと執筆者を示せば以下のようで、全6章から構成されている。
　第1章　産業革命期の地域政治（渡辺隆喜）
　第2章　産業資本確立期における衆議院議員の動向（富田信男）
　第3章　産業革命期における山梨県の金融一納税銀行を中心として一（柳澤幸治）
　第4章　系統農会組織の形成過程にみる地方農会の動向一埼玉県を事例として一（加藤隆）
　第5章　産業革命期における鉄道貨物輸送の発展と金融機関一飯野喜四郎と東京秋葉銀行を中心に
　　　　　一（秋谷紀男）
　第6章　明治三十四年恐慌期における地方銀行経営と経営破綻一経済雑誌にみる銀行経営者の資質問
　　　　　題を中心に一（秋谷紀男）
　このように、本書は5人の執筆者による6本の論文からなり、そのうち政治史の論文が2本、経済史
の論文が4本である。そして、取り上げられた地域は福島県、山梨県、埼玉県などで、比較的東京周辺
の地域の諸問題が扱われている。
　産業革命史研究については、大石嘉一郎編『日本産業革命の研究　上・下』（1972年、東京大学出版会）
が一定の到達点を示しているが、その後も高村直助氏や石井寛治氏を中心に新たな研究が積み重ねられ
てきた。高村氏は、明治前期（企業勃興期以前）、企業勃興期、日露戦後期など時期を限定しながら、あ
るいはまた社会資本の整備と産業発展の関係など、これまであまり注目されてこなかった問題に注目し
ながら、産業革命期における日本経済の実態をさまざまな側面から解明し、日本産業革命の全体像を模
索している。また、石井氏は、従来の産業革命史研究が民衆生活の実態にどこまで迫りえていたかとい
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う反省から、生産の分野に重点が置かれていた産業革命史研究を、流通や消費の問題にまで拡大して日
本産業革命の全貌を明らかにしようとしている。
　そうした産業革命の研究史の中に位置づければ、産業革命期における「地方」の政治と経済の動向を
明らかにしようとした点で、本書は産業革命史研究に新たな一頁を加えるものと評価できる。評者も、
日本の産業革命史研究には少なからず関心をもってきたので、本書の課題設定はきわめて魅力的なもの
と受け止めることができた。
　ところで、明治大学社会科学研究所の「総合研究」では、「執筆者が所属を超え、専門分野を超えるこ
とを条件付けている」ようであるが、政治史と経済史の論考からなる本書はまさにそうした「総合研究」
にふさわしいものといえる。しかし、本書に収録されたそれぞれの論文は独立性が強く、時期的には産
業革命期を扱っていても、問題意識がどこまで共有されているかという点については疑問が残った。し
かし、そのことは個々の論文の価値をいささかも損ねるものではない。そこで、ここでは本書を日本の
産業革命期における「地方」の動向を政治と経済の両面から検討した論文集と位置づけ、それぞれの論
文について若干の論評を交えながら紹介し、最後に本書全体にっいての評者なりの感想を述べることに
したい。
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　まず、第1章の渡辺論文と第2章の富田論文は、地方政治史にかかわる論文である。渡辺論文は、日
清・日露戦間期の産業革命期における農村の政治的財政的性格の特質を、東北地方における自由民権運
動の中心地である福島県を事例に、政党史と地租および地方財政との関連に留意しながら明らかにする
ことを課題としている。福島県における国会および県会の政党勢力の消長をみると、明治20年代には、
町村自治をめざす民党運動を基盤に自由党が躍進し、地租軽減、選挙権拡張、濁酒税の廃止などの請願
がなされ、地方自治の確立がめざされた。しかし、明治30年2月の河野広中の自由党脱党を契機に、自
由党は東北同盟会に合流したのち、進歩党系の憲政本党に合流した。自由党は、地租増徴を許して積極
政策を容認し、国会および県会は改進党系の進歩党・憲政本党・国民党・同志会系などによって主導さ
れるようになったのである。
　問題はこうした変化がなぜ起こったかであるが、著者はその要因を福島県の政党史と農村史との関連
で考察し、以下の5点を挙げている。まず、第1に産業革命の確立に伴う地域産業の活性化が、政党的
対立を消滅させた。第2に鉄道敷設や治水、道路、教育（学校設置）問題などの、いわゆる地方問題が
登場し、地域利害の主張が政党的理念に先行するようになった。第3に、行政合理化策が地域慣行と衝
突するようになった。第4に、地租、所得税、営業税など主要な財源が中央政府に吸収され、地方財源
の創出のために区有財産が収奪され、戸別割が増大させられた。そして、第5に政党間の争いが、議会
内の役員ポストの争奪とみられるようになった。しかし、やや不満が残るのは渡辺氏が指摘された諸要
因が、福島県において具体的にどのように現れ、それが自由党の変節とどのように関連しているかとい
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う点について、あまり明確には論じられていないことである。
　第2章の富田論文は、初期議会の議員構成の特徴を明らかにしようとしたものである。まず、初期議
会の当選者の実態が明らかにされ、「地主の議会」とされてきたこれまでの定説に修正を迫っている。著
者によれば、地主であるから当選するというのではなく、当選には地元への貢献や全国的な知名度が大
きく影響していた。有権者は、「人物主義」「地方主義」「政治熱心」などを基準に選挙で一票を投じてい
たのである。
　さらに、初期議会の議員に関する従来の「商業の代表者より農業の代表者多し」とする見解にも修正
を迫っている。地租が所得税より多いからといって、農業を代表するとは限らない。地租を納めるもの
は、土地所有者であるということであって、そのことが農業の利害を代表するというわけではないので
ある。また、職業を「農業」とした当選者の中にも、醤油醸造業、鉄道業、銀行など実業界に進出して
いるものもかなりいたのである。そして、初期議会の当初から、事実上地主や士族に制限されていた選
挙権を商工業者にまで拡大させるべきであるという議論が展開されていた。筆者は、こうした点に産業
革命期における初期議会の議員構成の特徴を見出そうとしているのである。本章の議論には興味深いも
のがあるが、やや一般論に流されているように思われた。具体的な地域に即して、本章の主張が実証さ
れれば、さらに説得力が増すであろう。
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　第3章から第6章は、経済史にかかわる論文である。第3章の柳澤論文では、山梨県西八代郡市川大
門村の納税銀行の経営が扱われている。市川大門は、甲府盆地の南端に位置する農村で、狭西の中核と
なる県内有数の大規模村落であった。そして、物流の中心地でもあり、蚕糸業や和紙製造業が盛んであ
った。同銀行は、松方デフレ下の明治16年に納税社という銀行類似会社として、地主の懸案であった納
税と商工業者の懸案であった資金の融通という二つの懸案を解決することを目的に設立された。
　納税社は、その後明治26年には銀行条例にもとつく銀行となって納税合資会社と名乗り、33年8月に
合資会社納税銀行と社名を変更した。同銀行は、その後36年3月に株式会社に改組され、社名も市川納
税銀行とし、昭和7年まで銀行として存続した。本章では、こうした略歴をもっ納税銀行の設立から株
式会社に改組される直前の明治35年までの経営分析が試みられている。
　納税銀行の経営は、次第に市川大門の主要産業であった蚕糸業や和紙製造業への貸出が増え、納税の
ための貸出金の比率は低下していった。また、納税銀行は若尾銀行などからの借り入れによって、旺盛
な資金需要をまかなっていただけでなく、儲蓄金＝出資金も貸出に使用しており、高利貸的な経営体質
を保持していた。著者は、こうした納税銀行を「地域経済に根を張る地域密着型銀行」であるとするが、
地方銀行の場合、程度の差はあれ「地域密着型」という性格を有していたと思われるので、これだけで
は納税銀行の特徴の解明という点では物足りなさを感じざるを得ない。
　第4章の加藤論文は、「農政の空白期」あるいは系統農会組織の形成にいたるまでの準備期とされる、
一153一
45巻　1口　2006　10月
明治20年代における地方勧業組織の実態を、埼玉県を事例に検討している。埼玉県では、各郡に町村勧
業委員を設置して系統化を進め、勧業委員が申合規約に基づいて管内の調査を実施し、勧業諸会を開催
する。しかし、実際には勧業委員の設置が順調には進まず、目的を実現することができなかった。
　こうしたなかで、改進党の県議であった加藤政之助らによって埼玉県私立勧業会が発起された。同勧
業会の目的は「殖産工業ヲ起シ、専ラ国家ノ富源ヲ増進スル」ことで、会員は埼玉県全域に及んでいた。
発会式に参加した農商務相の井上馨は、同会が「国の経済の根本たる農事を進捗せしむる」ものと評価
した。そして、地方制度の整備と勧業組織にっいて触れ、「営業の自由」「自治の団結」という年来の持
論を展開した。
　埼玉県私立勧業会は、県会議事堂の一隅に事務所を置き、自主的な運営を展開した。また、会誌を刊
行し、農商務省から派遣された農業技能官吏、農事巡回教師として活躍していた老農などによる多くの
論説を掲載し、積極的な活動を展開した。しかし、加藤が退任すると、同勧業会の活動は低調となり、
系統農会に取って代わられることになるのであった。本章は実証密度が高く、興味深いものがあるが、
全国的な動向とどのようにかかわるのか、もう少し論じてほしいという思いが残った。
　第5章の秋谷論文は、明治30年代に貨物輸送業者がいかなる同業者団体を結成し、貨物輸送に必要な
資金需要を賄うためにどのような金融機関といかなる関係を結んでいたかを、埼玉県の蓮田町で鉄道貨
物の輸送事業を営んでいた飯野喜四郎の事業活動を事例に検討されている。具体的には、東北運送業組
合および東京秋葉銀行と飯野とのかかわりが検討されている。また、飯野は埼玉県会議員など地方政治
家としても活躍しており、著者によれば、本章は地方政治家の経済活動の有様を示すひとつの事例でも
あった。
　鉄道貨物の輸送業者に関する研究は、これまでほとんどなされていないので、本章の分析自体は興味
深いのであるが、東北運送業組合にしても東京秋葉銀行にしても、断片的な資料から推測を交えて議論
を組み立てているせいか、分析がやや隔靴掻痒との感を否めない。また、飯野が東京秋葉銀行の創業に
深くかかわったのはわかるが、それではそれまで取引をしていた大宮商業銀行との関係はどうなったの
であろうか。なお、「日本鉄道会社は明治二十六年に株式会社形態をとり」などという、簡単な事実の誤
認が散見されることも残念であった。
　第6章の秋谷論文は、地方銀行が明治三十四年恐慌によって破綻したり、支払停止に陥ったりした事
例を丹念に明らかにし、『東京経済雑誌』や『銀行通信録』など当時の経済雑誌の記事から、その原因を
探ろうとしたものである。とくに、経済雑誌が銀行経営者の資質をどのように見ていたかに着目し、「地
方金融機関の破綻と銀行役員との関連」について検討している。
　著者によれば、地方銀行の休業・破綻は、①低資本金と過剰融資による休業・破綻、②株式投資・商
品相場投資の失敗による休業・破綻、③預金者の心理的不安（風説・デマ）による休業・破綻の3つに
類型化される。しかし、実際の地方銀行の協業や破綻は、これら3っの類型の組み合わせによって起こ
るのではないだろうか。また、安田善次郎の言説や経済雑誌の論説などから、地方銀行の休業・破綻の
要因として、銀行経営者の資質の問題を強調されているが、これも他の要因との組み合わせの中で問題
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とされるべきではなかったかと思われる。
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　以上、本書に所収された6編の論文にっいて、若干のコメントを付しながら紹介をしてきた。最後に
本書全体について若干の感想を述べ、書評の責めを果たすことにしたい。
　近年、産業革命概念が否定されるかのような研究もみられるなかで、本書は産業革命期の「地方」の
動向を、政治と経済の両面からとりあげたきわめてユニークで、しかも貴重な研究成果であるといえる。
論文集という印象が強いことも事実であるが、6本の論文がそれぞれに産業革命期の地方像に迫ろうとし
た意欲的で、読み応えのある論文であった。ただ、これまでにも北陸や山陰などの日本海地域、東北地
方、あるいは北海道や沖縄など、産業革命期における諸地域に関する研究はそれなりの進展をみせてい
る。本書が対象とした「地方」がどのような特徴をもつのか、総論とはいかないまでも、本書で明らか
にしえた産業革命期の地方像について、まとまった形で多少なりとも言及していただければ、本書の価
値はさらに増したものと思われる。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（おいかわ　よしのぶ）
〔明治大学社会科学研究所叢書〕
　加藤隆編『日本産業革命期における地方の政治と経済』
　東京堂出版　327頁、2006年
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